
平成２６年度事業計画

Ⅰ 事業運営方針

  公益財団法人河内長野市勤労者福祉サービスセンターは、昭和５４年に財団法人河内

長野市勤労市民互助会として発足以来、市内中小企業で働く方々の福利厚生事業を実施

してまいりましたが、平成２５年度からは公益財団法人格を取得し、本年で２年目を迎

えます。今後も当センターでは、会員事業所の皆様方はもとより、市及び市商工会など

関係機関の協力・連携のもと、中小企業と大企業との福利厚生の規模間格差の更正をめ

ざし、勤労者福祉の向上に努めてまいります。

  平成２６年度におきましては、市商工会に事務所を移転した利点を活かして、更に事

務管理経費等の効率化を図るとともに、近年の課題である会員拡大についても、より積

極的に取り組んでまいります。また、中小企業に従事する勤労者市民の多様なニーズに

応えながら福利厚生事業の充実と働きやすい職場環境づくりを支援し、市内における勤

労者福祉の拠点となるよう、「会員サービスの向上」「効率的・効果的な運営」が図られ

る組織体制の構築に取り組んでまいります。

Ⅱ 会員拡大の取り組み

１．会員の状況

２．広報活動

    市内中小企業及び勤労者市民に対して、当サービスセンター事業の趣旨及び事業

内容等について、広報活動を推進します。

（１）ラークニュースの発行

事業内容等の案内・斡旋等掲載の充実を図り、全ての会員に対し発送する。

発行部数として毎月１，０００部の発行予定。

（２）ホームページの充実

      会員にホームページの周知を図り、リアルタイムな事業内容等の掲載をし、

会員の事業参加率の向上・また申請書類等の発行による事務の簡素化を図る。

（３）河内長野市商工会との連携

市商工会が発行する「商工会報」に入会案内を掲載。商工会会員あての郵

送物に当サービスセンター入会案内を同封。経営指導員による巡回・窓口指

導の際に入会案内を行う。

（４）その他

河内長野市商店連合会・ハローワーク河内長野・大阪府総合労働事務所南

大阪センター等の関係機関に加入案内・リーフレット等の掲載・同封の協力

を依頼し加入促進に努める。

平成２３年度

（実績）

平成２４年度

（実績）

平成２５年度

(12 月 31日現在）

平成２６年度

（計画）

入会者数 ２４ 人 ５７ 人 ８７ 人 １６０ 人

退会者数 １５５ 人 １１３ 人 ９４ 人 １０９ 人

増減 －１３１ 人 －５６ 人 ―７ 人 ５１ 人

年度末会員数 ９１２ 人 ８５６ 人 ８４９ 人 ９００ 人

年度末事業所数 ２１９ 事業所 ２０５ 事業所 １９６ 事業所 ２１５ 事業所



Ⅲ 中小企業勤労者等の福利厚生事業

１．慶弔給付事業   【事業費 １４，９００，０００円】

（１） 全福ネット慶弔共済給付

   会員を対象に、（一社）全国中小企業勤労者福祉サービスセンターの全福ネット慶

弔共済を活用し、各種祝金・弔慰金・見舞金（収益事業等は※３種類）の慶弔金を

給付する。

給付項目 給 付 事 由 金額（円）

結婚祝金 ※ 会員が結婚したとき ２０,０００

結婚記念祝金 ※

銀婚祝(２５周年) １０,０００

珊瑚婚祝(３５周年) ２０,０００

金婚祝(５０周年) ３０,０００

子の出生祝金 ※ 会員又は会員の配偶者が出産したとき １０,０００

子の就学祝金
子の小学校入学 １０,０００

子の中学校入学 １０,０００

傷病休業見舞金
休業１４日以上３０日未満 １０,０００

休業３０日以上６０日未満 ２０,０００

重度障害見舞金
会員のすべての重度障害(６５歳未満) １００,０００

会員のすべての重度障害(６５歳以上) ５０,０００

死亡弔慰金

会員の死亡(６５歳未満) １００,０００

会員の死亡(６５歳以上) ５０,０００

配偶者死亡 ５０,０００

子死亡 ３０,０００

親死亡 １０,０００

増加死亡弔慰金 会員の死亡(６５歳以上７１歳未満) ５０,０００

勤続祝金

勤続１０年 １０,０００

勤続２０年 ２０,０００

勤続３０年 ２０,０００

勤続４０年 ３０,０００

退会餞別金
在会 ５年以上 ５,０００

在会１０年以上 １５,０００

（２） 平成２０年度以前の旧慶弔給付（平成２４年度制度改正に伴う経過措置）

給付項目 給 付 事 由 金額（円）

退会餞別金

在会 ３年以上 記念品

在会１０年以上 ２０,０００

在会１５年以上 １００,０００

在会２０年以上 ２００,０００

（３） 平成２１年度以降の新慶弔給付（平成２４年度制度改正に伴う経過措置）

給付項目 給 付 事 由 金額（円）

退会餞別金

在会 ３年以上 記念品

在会１０年以上 ２０,０００

在会１５年以上 ３０,０００

在会３０年以上 １００,０００



２．老後生活安定事業

   独立行政法人勤労者退職金共済機構と連携し、中小企業に働く従業員の老後生活

の安定を図ることを目的とした退職金制度「中小企業退職金共済」等の案内・加入

斡旋を行う。

３．余暇活動事業  【事業費 ６，４８４，０００円】

（１）レクリエーション事業  

     会員相互の親睦や会員及びその家族とのふれあいを深めるため、映画・コン

サート・スポーツ等のレクリエーション行事を行う。

① 文化鑑賞事業  

ラブリーホールやチケットぴあ等を通じて、コンサート・スポーツ観戦・映

画・美術館等、鑑賞券の一部補助（１００円～５００円）を行う。

内 容 利用者数

チケットぴあ入場券斡旋（コンサート・スポーツ） ２００名

映画鑑賞券斡旋 ７００名

美術館等鑑賞券斡旋 ５００名

観劇事業（ラブリーホール・すばるホール等） ２００名

② レジャー施設利用助成事業  

レジャー施設と法人契約・利用契約を結び、会員等の余暇活動の充実を図る。

また、会員と家族には、一部利用補助（１００円～５００円）を行う。

内 容 利用者数

ユニバーサル・スタジオ・ジャパン １００名

東京ディズニーリゾート ５０名

長島スパーランド ５０名

伊勢志摩スペイン村 ５０名

海遊館 １００名

③ その他利用事業  

チケット等の一部利用補助（１００円～５００円）を行う。

  （２）大阪府内互助会・サービスセンター共同事業

      個々の互助会・サービスセンター単独では予算的・人員的に実施が困難な事

業への取組みや既存事業の更なる拡充を図るため、大阪府内２１団体により設

立された「大阪地区勤労者福祉事業拡充委員会」（愛称：おおきにｎｅｔ）に参

画し、大阪府内で広域的な展開が見込めるサービス事業の実施を推進する。

内 容 利用者数

スルッと KANSAI 利用券斡旋 ４００名

QUO カード利用券斡旋 １００名

ジェフグルメカード斡旋 ２００名

風の湯利用券斡旋 ５００名

その他利用チケット斡旋 ２００名



① おおきにｎｅｔ参画団体が個別に契約しているサービス等を各団体の会員が

相互に共同利用できるようネットワークを構築する。南大阪地域では、「ぱど」

と提携し、割引共同利用店舗網のサービスの拡充を図る。

  ② バスツアー・釣り大会・婚活パーティーなど多様な会員ニーズに応じたイベン

ト事業を企画し共同開催する。

③ 泉州地域（堺市・高石市・岸和田市・貝塚市・泉佐野市）・河内地域（藤井寺

市・河内長野市）の７市による連絡会議を実施し、南大阪地域に密着した情報

の共有化と共同事業の開催を推進する。

４．宿泊補助事業  【事業費 ４８０，０００円】

大手旅行会社・全国のホテル・旅館等と宿泊利用契約を結び、一部利用補助（会

員３,０００円年間１泊）を行い、会員等の余暇活動の充実を図る。

また、（一財）大阪労働協会の福利厚生事業に加入し、契約宿泊施設の宿泊料金

の一部補助を実施する。

５．健康管理事業  【事業費 １５０，０００円】

（一財）大阪労働協会と連携し、会員の健康維持増進を図るため、人間ドック・

成人病検診の補助を行うとともに、会員制スポーツクラブ等健康増進施設の利用等、

健康管理に関する事業を行う。

６．自己啓発事業  【事業費 ２００，０００円】

（１）勤労者のスキルアップ事業

市商工会と連携し、簿記教室・IT 教室・メンタルヘルス講座などの講習会開

催を企画し、参加費の一部補助も行い、勤労者の職業能力向上を図る。

（２）文化教養促進事業

      文化教養の向上を目的とした通信講座やカルチャーセンター等の入会金・受

講料の割引等を行う。

（３）その他事業

     図書カードを会員に一部利用補助を行い、一般より安価な価格で斡旋する。

内 容 利用者数

宿泊補助（年度内１回 会員３,０００円補助） １６０名

内  容 利用者数

人間ドック補助（３５歳以上５,０００円・３,０００円補助） ３０名

成人病検診補助（３５歳以上１,０００円補助） １０名

スポーツクラブ利用券補助 １００名


